
苫小牧市国民健康保険税課税限度額の改正（案）について【概要】 

 

 

１ 改正の目的 

 

地方税法施行令の改正により、国民健康保険税の法定限度額は、令和元年度から

基礎課税額６１万円、後期高齢者支援金等課税額１９万円、介護納付金課税額が１

６万円の合計９６万円に定められています。 

苫小牧市の課税限度額は、令和元年度から基礎課税額５４万円、後期高齢者支援

金等課税額１９万円、介護納付金課税額１６万円の合計８９万円であり、法定限度

額より７万円低い状況となっています。 

平成３０年度の国保都道府県化において、市町村が都道府県に納める国保事業費

納付金は、法定限度額を基準として積算され、法定限度額に達していない場合は、

その税収不足分を補うため税率を上げる必要があります。税率の改正を行うことに

なると、低所得、中間所得の世帯への負担増を伴うことから、所得に応じた保険税

負担の公平性を確保するため、現行の課税限度額を法定限度額に引き上げます。 

この課税限度額の改正は、苫小牧市国民健康保険運営協議会に諮問し、課税限度

額の改正をすることが適当であるとの答申をいただきました。 

 

 

２ 改正の内容 

 

 苫小牧市国民健康保険税の課税限度額について、基礎課税額を６１万円に改正し、

令和 2 年度、令和３年度の２か年で段階的に実施します。 

 

課税限度額 現  行 改 正 後 引 上 額 

基 礎 分 ５４０，０００円 ６１０，０００円 ７０，０００円 

支 援 分 １９０，０００円 １９０，０００円 改正なし 

介 護 分 １６０，０００円 １６０，０００円 改正なし 

 

 各年度の課税限度額 

課税限度額 令和 2 年度 令和３年度 

基 礎 分 ５８０，０００円 ６１０，０００円 

支 援 分 １９０，０００円 １９０，０００円 

介 護 分 １６０，０００円 １６０，０００円 

 



 

３ 実施日 

  令和 2 年４月１日（予定） 

 

 

４ 限度額改正による影響世帯数 

 

 国民健康保険加入の２２，８５５世帯（介護該当８，５２５世帯）のうち、限度

額改正により影響がある世帯数は次のとおりです。 

 

課税区分 
限度額超過世帯数 影響率 

現  行 令和 2 年度 令和 3 年度  

基 礎 分 ２０３世帯 １６８世帯 １４７世帯 ０．９％ 

支 援 分 ２１１世帯 ２１１世帯 ２１１世帯 影響なし 

介 護 分 ８０世帯 ８０世帯 ８０世帯 影響なし 

※令和元年度確定賦課時資料から算出。 

 

 

 

５ 限度額超過となる収入（所得）額 

 

 ３人世帯で限度額超過となる世帯収入（所得）は次のとおりです。 

  

課税区分 現  行 令和 2 年度 令和３年度 

基 礎 分 
給与収入 

（所 得） 

約８１９万円 

（約６１７万円） 

約８７５万円 

（約６６８万円） 

約９１７万円 

（約７０６万円） 

支 援 分 
給与収入 

（所 得） 

約７９３万円 

（約５９４万円） 

約７９３万円 

（約５９４万円） 

約７９３万円 

（約５９４万円） 

介 護 分 
給与収入 

（所 得） 

約８６８万円 

（約６６１万円） 

約８６８万円 

（約６６１万円） 

約８６８万円 

（約６６１万円） 

※夫が給与収入、妻と子は収入なし。夫と妻が介護該当での試算。 


